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総量 北米 ノルウェー ポーランド ロシア
1764－692，924（100） 825（28．2） 63（2．2） 107（3．7） 1，277（43．7）
1770－742，575（10◎） 721（28．0） 46（1．8） 182（7．1） 1，601（62．2）
1775－793，132（100＞ 重90（6．1） 107（3．4） 240（7．7） 2，574（82．2）























































































































総額 大麻 亜麻 麻織物 棒鉄 木材 灰汁 獣脂





















































































































総額 イギリス オランダ ハンザ ノミノレ ト海世界 オスマン
都　市 デンマーク スウェーデン ロシア 小　計 帝　国
1751－5527㍉910．3（3．8）29．7（10．9）31．2（1L5）2．4（0．9）L6（α6）0．8（0．3） 4．8（L7）27」（10．0）
1756－60190．0 1，4（◎．7） 20．0（105）12．4（65）L9（1．0）15（0．8）0．6（0．3＞ 4．0（2．D17。1（9．0）





玉797－99254．8 0．3（0．1）34．7（13．6）25．5（10．0）8．7（3．4）0．8（◎．3） 0．3（0．1） 9．8（3．8） 3．8（L5）
②　輸 入 （1，000，000リーヴル）
総額 イギリス オランダ ハンザ ノミルト海世界 オスマン
都　市 デンマーク スウェーデン ロシア 小　計 帝　国
1751－55219．113．1（6。0）2．2（9．2）10．7（43）1．0（◎5）2、1（LO）L2（α6） 4．4（2．0）28．8（13．2）
















































小計 1，075．3411394小計 　　　‘R92．9581144小計 　　　‘V57，978127．8小計 208，64917．7小計 111，15414．1?
（総額3，134，838輸　出　　　　　　　　リーヴル）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（リーヴル）








































小計 　　　’P09890’　35小計 　　　‘Q02989・　65小計 　　　　）Q5豆8881・80．4小計 　　　tQ78258・8．9
〔典拠〕W．KirchneT，　OP．　cit。，　P．175．
表9　フランスの麻輸入：　　　　　　　　｜755・76・88年　　　　　　　　　　　　　　　　　（1，000り一ヴル）






































































































































































































































農業産品 酪農関連産品 加工製品 その他
大麻 亜麻 麻種 穀物 計 獣脂 皮革 計
林業




























































































































































































































































小計 勧トガル スペイン フランス その他
1750－54 4，800 2，450 150 950 1，15◎
1755－－5918，700 4，000 2，350 200 500 950
1760－6422，910 4，300 2，450 250 450 1，150
］765－6920，091 5，100 2，600 350 1，100 1，050
1770－7417，166 8，225 2，825 350 3，200 1，85◎
1775－79］9，357 9，575 3，350 250 2，9503，025
1780－8414，62412，700 5，250 450 5，2◎0 1，800
玉785－89玉9，947 16，050 3，450 400 9，6502，550
1790－9423，27311，3◎0 4，250 350 3，6003，100










































































































































1762年 1777年 分布（％） 1777年 1795年
領主 農奴 領主 農奴 32．◎ 35未満 50未満
100人以下 820 16．2 83．8 lLl 30．7 35－105 50－150
1◎1－　500人 15．0 296 12．1 43」 13．4 105－210 150－300
501－1プ000人20 7．9 2．6 10．5 7．7 210－350300－500
loo1人以上 lo 46．3 L5 35．3 5．0 350－525 500－750








































































計 農耕地 放牧地 林野地
1696405，09131，97667，068213，416
（100．0） （7．8） （165） （52。6）
1725418，21941，84866，296213，958
（｜0◎．0） （10．0） （玉5．8） （51．1）
1763423，12853，86563，308205，890
（100．0） （12．7） （14．9） （48．6）
1796485，4658玉，359 76，65◎ 217，322
（100．0） （16．7） （15．7） （44．7）
（コペイカ）
物価水準 領主地 国有地
穀価 指数 名目 実質 名目 実質
翌730s 63 100 60 60．0 40 40．0
1750s 80 127 80 63．0 55 43．3
1760s126 200 150 75．0 100 50．0
1770s172 273 250 91．6 200 73．3
1780s285 452 400 885300 66．4
1790s382 606 5◎0 82．5 450 74．3
w　　　厚陽丙







絹 計 ｛70い3◎ 19 ｜ 2◎
1700・・259 6 12 27 ? 2 0 3 1 0 0 ｜ ｜73い4◎ 17 0 17
1726・4514 4 18 36 2 0 0 2 1 0
﹈ 2 174い6◎48 19 67
1745－6523 18 7 48 9 13 2 24 0
? ? 2 1761－7021 10 31
1762－7518 5 14 37 4 16 3 23 1 0 3 4 1771－804 4 8
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北部・北西地方 中央工業地方 中央農業地方 新規入植地域
第1回調査（1719年） 834，484 2，278，535 1，443，349 832，330
1719－44年の増率（年率） 17．82（0．7D 一〇．玉4（－0．Ol） 13．15（◎．53） 57．25（2．29）
第2回調査（1744年） 983，157 2，275，275 1，633，099 1，308，804
1744－62年の増率（年率） 6．10（0．33＞ 1L65（α64） 1L43（0．64） 7．35（2．63）
第3回調査（1762年） 1，040，143 2，540，465 1，819，897 1，928，525
1762－82年の増率（年率） 18．76（0、93） 15．65（0、78） 27．21（L36） 47．07（235）
第4回調査（1782年） 1，235，293 2，938，056 2，315，110 2，836，327
1782－95年の増率（年率） 559（α43） 3．36（α25） 8．66（α66） 24－．08（L85）







































































































麻織物 絹織物 民営 官営
工場 労働者 生産額 工場 紡錘 労働者 生産額 鉱日」数 生産量 生産量
（ルーブリ） （ルーブリ） モスクワ ウラル （トン） （トン）
1725 10 1刀00 ］60，00◎ 9 360 1，300 172◎ 7 3 7，453 2，539
豆741 35 27 2，788 157，0◎0 1730 14 1三 10，369 5，307
茎743 23輻012 178，2581740 19 17 17，494 7，567
1745 231ぷ）86 230，137175（） 31 22 23，096 9，815
1763 79 13，8121，0茎7，039 48 645，0001760 37 41 58，367 1，638
1767 63 4う442 590，000η7◎ 33 58 7◎，244 13，410
1773 18247 1780 31 71 97，559 12，482
1797 3574，701 8，8533．9383◎01790 36 83 U6，88811，482
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































計 タガンローク オチャコフ ニコライエ ヘルソン
1792 44，695 5，326 8β75 15，682 14，812
1793 134，352 32，328 46，615 26，◎茎◎ 29，399


































































総量 プロイセン ロシア 総量 プロイセン ロシア 総量 スウェーデン ロシア
1784359 50（13．9）296（825）478 81（16．9） 395（82．6）308 177（575）117（38．0）
1785627 143（22．8）475（75．8）418 52（12．4） 347（83．0）332 229（69．0） 93（28．0）
1786443 1◎7（24．2）335（75．6）520 61（11．7） 451（86．7）381 305〈80．1） 71（18．6）
1787203 35（17．2）167（82．3）534 87（16．3） 437（81．8）401 367（915） 28（7，◎）
玉788664 68ω．2） 593（89．3）405 44（10．9） 331（8L7）469 345（73．6） 122（26．0）
1789349 55（15．8）293（84．◎）3◎9 21（6．8） 282（913）470 355（75．5） 101（2玉5）
179◎317 29（9．1）288（90．9）81 18（22．2） 63（77．8）211 164（77．7） 47（22．3）
1791237 5（2．1） 229（96．6）ig4 2◎（10．3） 174（89．7）茎09 62（56．9） 43（39．4）
1792153 3（2．0） 150（9＆0）113 15（13．3） 98（86．7） 58 31（53．4） 27（46．6）
1793 0 0（α◎） 0（0．0） 5 0（0．0） 5（1CO） 6 6（100） 0（0。0）
夏79尋 0 0（◎．0） 0（0．0） 18 0（0．0） 2（1L1） 2 0（0．0） ◎（0．0）
1795 0 0（0．0） 0（0．0） 7 1（14．3） 0（0．0） 43 41（95．3） 0（0．0）
②　輸　出
砂糖 （1，◎000unds） 葡萄酒 （is）










1793 98 茎4（亙4．3） 6◎（6L2） 18（18．4）18，9142，590（B．7）7，8玉4（4L3）2，86（1．5）
1794 221 0（0．0） 0〈0．0） 0（0．0） 11，337，189（63．4） 0（0．0） 384（3．4）
1795 14◎ 0（0．0） 0（0．0） 0（0．0） 16，6579，605（57．7）2，697（16．2） 1（0．0）
〔典拠〕H．C．　Yohansen，〔μλ6£，Appendix．
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ラム（ダービー商会Elias　Hasket　Derby）・ニューヨーク（ビークマン商会Bee㎞ξms）・プロヴィデ
ンスの成長が著しく、取引市場はコペンハーゲン・聖ペテルブルク両市に集中している（表27）。
アメリカ商船の輸出品目は盟邦フランスの植民地産品（砂糖・ラム・米穀・煙草・コーヒー）であ
るが、ロシア市場では熱帯産品への需要が低く、アメリカ商船はまず西欧（ロンドン・アムステル
ダム・ハンブルク）・南欧（イベリア両国・フランス南部）で西インド産品を売却、地中海産品（葡
萄酒・レーズン・柑橘類・木の実・イチジク・オリーブ油・酢）を購入し、これらを聖ペテルブル
クに供給した。逆にアメリカの輸入品目は船舶用品（棒鉄・大麻・ロープ・帆布・リンネル・粗布）
であるが、いずれもロシア産品が圧倒的比重を占める（表28）。アメリカ商船を媒介とする仏領西
インド・南欧諸国・バルト海の三角貿易（ないしは四角貿易）の形成が認められよう。㈹続くフ
ランス革命戦争に際して、独立直後の合衆国政府は中立を維持し、1790年代前半を通じてバルト
海貿易は上昇を続けた。しかし英仏両国が開戦した90年代後半に成長速度は鈍化し、対仏同盟の
海上封鎖によってアメリカ商船の媒介するフランス植民地産品のロシア向け輸出も断絶する。
　最後にロシアの場合、その海外貿易は依然としてイギリス・オランダ商船に依存するが、アメリ
カ独立戦争・第四次英蘭戦争の勃発した1780年代初頭、及びフランス革命戦争の発生した1790年
代には、イギリス海軍の海上封鎖によってオランダ商船の活動が激減し、イギリス海運資本の優位
が確立した（前掲図3）。その一方、武装中立同盟の形成に伴い北欧諸国・ハンザ都市など中立船
舶の比重が上昇したほか、1780年代以降はロシア商船自身の海運活動も急増している（前掲図4）。
貿易総額は輸出・輸入とも1780年代後半より成長年率を加速し、紙幣発行に伴うルーブリ通貨の
減価傾向を考慮したとしても、1790年代半ばまでの10年間で取引総額は倍増した（前掲図5）。
輸出品目の基軸は178◎年代以降も船舶用品にあり（前掲表10）、相手市場としてイギリスが筆頭
をなすことに変わりはないが、いずれの品目でも中立船舶を媒介とするフランス・イベリア向け輸
出が増大し、その比重は大麻・亜麻輸出の四分の一、木材輸出の三分の一に達している（前掲図6
・7）。輸入品目では、綿織物の流入が上昇する～方、全体に占める工業製品の比重は鈍化して奢
修的食糧・飲料（砂糖・葡萄酒）が躍進するが（前掲表13）、植民地産品（砂糖）ではイギリス・
オランダの地位が急落してフランス・ハンザ都市が過半を占め、葡萄酒ではフランス・イベリア産
品が競合している（前掲図ll・12）。総じて1787年の仏露通商条約を頂点とする通商条約体系の
整備は、ロシア海外貿易の市場編成におけるフランス・南欧諸国の台頭に大きく作用しており、イ
ギリス独占体制に挑戦する当該条約の経済効果をある程度確認できよう。ところがフランス革命に
伴う対仏包囲・海上封鎖の結果、新たな仏露貿易の萌芽は消滅することになったのである。
（3）フランス革命戦争と通商条約体系の再編一1787年仏露通商条約の破綻一
　①対仏包囲の形成と英露同盟の締結
　ロシア宮廷内部では、国防政策を指揮してきたポチョムキンが露土戦争の終息と前後して死没す
る一方、外交政策を統括する官房書記ベズボロドコはヤッシー講和会議に参席して帝都を不在とし
た際、新たな寵臣P’A・ツヴォフ及び外務参議会長官A・1・モルコフの策謀で失脚し、また内
務行政を司る検事総長ヴャゼムスキーも1793年に死去した。その反面、従来の宮廷勢力に代わる
有能な官僚貴族は登場せず、対外政策の決定には女帝自身の意向が強く反映されることになる。（31）
　露土戦争の終結以後、ポーランド四年議会が1791年4月22日（5月3日）の統治法（「5月3日
憲法」）によってロシア支配体制を廃棄する一方（「穏やかな革命」）、のフランス憲法制定議会が1791
年9月3日の憲法によって立憲君主政体を樹立するなか、レオポルトニ世は1791年7月蔓4目のウ
武田元有　エカチェリーナニ世時代におけるロシア黒海貿易と南下政策84
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イーン条約によって普填同盟＝「対仏同盟」Coalitionを組織し、続く1791年8月16日のピルニッ
ツ宣言によって干渉戦争に着手する。他方エカチェリーナニ世も駐露フランス大使E・ジェネを送
還する一方、茎791年10月7日白8日）の瑞露同盟、1792年1月27日（2月7日）のウィーン条
約加盟によって対仏包囲に荷担した反面、ポーランド出兵に備えて対仏参戦は拒否した。（33）以後
ロシアは1792年5月よりポーランドに出兵し、同年7月27日（8月7日）にポーランド憲法を停
止する一方、プロイセンは同年8月よりフランス出兵に着手した。ところが填瑞両国でそれぞれ若
帝フランツニ世（在位：1792－｛806年）・幼王グスタフ四世（在位：1792－1809年）が即位した
結果、対仏戦争は普露両国が主導せざるを得ず、両国は出兵経費の補償手段として玉793年1月玉2
日（23日）に第二次ポーランド分割条約を締結し、プロイセンは南プロイセン及びダンツィヒ・
トルン両市を、ロシアはドニエプル＝ドニエストル河間（ベラルーシ西部・ウクライナ右岸）を併
合する（前掲図15）。㈹並行して両国はイギリスの参戦に期待したが、ピット政権は旧敵フランス
の支援を敬遠したのみならず、普露両国のポーランド分割を非難し、同盟交渉は難航する。しかし
1793年1月10日（21日）の国王処刑・ベルギー侵攻を契機として、ピット政権が同年2月に宣戦
する一方、エカチェリーナニ世も同年2月8日（19日）に仏露国交を断絶し、同年3月玉4日（25
日）のロンドン協定によって、イギリスはポーランド分割を公認する一方、ロシアは対仏戦線への
海軍派遣に同意した。ただしポーランド状勢に対処するべく陸軍派遣は依然として拒否した。（35）
　こうして列国の対仏包囲が確立したが、1794年3月24日のポーランド武装蜂起に伴い、（36）プロ
イセンはポーランド国民会議の弾圧を優先して対仏戦線から早くも撤兵し、1795年3月25日（4
月5日）にバーゼル条約を結ぶ一方、5月5目にはオラニエ支配体制を打倒した新生オランダ＝バ
タヴィア共和国も停戦した。のみならずフランス革命政権は、対仏同盟を牽制するべくオスマン帝
国と軍事同盟を交渉する一方、軍事顧問団を派遣してセリム三世の軍制改革を支援し、露土戦争の
危機が再来する。（37）このため英露両国は茎795年2月7日（18日）に聖ペテルブルク条約を締結し、
ロシアはこれまで拒否してきたフランス出兵を受諾する一方、ピット政権は秘密条項として、①フ
ランス向け商船への海上封鎖、②露土戦争の際におけるロシア艦隊への援助、③普露・瑞露戦争の
際におけるイギリス海軍のバルト海派遣、以上を認め、歴代内閣が固辞してきた露土戦争への軍事
支援を史上初めて承認している。（38）他方、填露両国はプロイセンの中立を確保するべく1795年董0
月13日（24日）に第三次ポーランド分割条約を締結し、プロイセンが東プロイセンを、オースト
リアが西ガリツィアを、ロシアはクールラント・リトアニアを得た（前掲図董4）。（3’）しかし続く1796
年11月、エカチェリーナニ世の崩御によってロシア陸軍の対仏遠征は見送られ、1797年1◎月玉7
日のカンポ・フォルミオ条約＝仏填講和によって第～回対仏同盟に伴う一連の紛争が終結する。
　以上の如くフランス革命・ポーランド反乱をめぐる国際危機のなか、ロシアは東欧状勢を維持す
るべく普填両国と共同でポーランド分割を断行し、バルト海・黒海を結ぶ版図を形成する～方、革
命運動の波及・露土戦争の再発を回避するべくイギリスと連携して対仏包囲を形成したのである。
　②通商政策の転換と経済制裁の開始
　聖ペテルブルク税関局長A・N・ラジーシチェフは、プガチョフ反乱以後の農民騒擾やフランス
啓蒙思想に触発されっつ匿名の著書『聖ペテルブルクからモスクワへの旅』（1789年）を執筆し、
国民経済の基幹産業として農業及び農村工業を推奨するとともに、農奴制度の解消と独立生産者の
創出を主張した。また通商政策の基本方針として先進工業国の利害を代弁するフランス重農学派・
スミス経済学の自由貿易論を批判し、未熟な農村工業を育成する保護貿易論を唱えるなど、政策路
線の革新を提言している。その際ラジーシチェフは単に農奴制度だけでなく農奴制度に立脚したツ
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アーリズム専制体制も批判するに至ったため、エカチェリーナニ世はポーランド反乱・フランス革
命に伴う自由主義運動の波及を警戒するなか、1790年6月3◎に同書を発禁処分にするとともに、
ラジーシチェフ本人はシベリアに抑留した（「ラジーシチェフ事件」Radischchev　Af硲ir）。（4°）他方、
商業参議会長官A・R・ヴォロンツォフは、瑞露・露土戦争によってバルト海・黒海貿易を撹乱さ
れるなか、代替経路としてシベリア経由極東貿易の開拓を試み、シベリアで服役するラジーシチェ
フを通じてシベリア通商の現状を把握する一方、1791年には対日使節A・K・ラクスマンAdam
Kirikovich　Laksman（1766－1803年）を徳川幕府に派遣して通商・友好関係の樹立を求めている。
（4” ﾔもなく対露包囲は終息してヨーロッパ貿易が回復するが、A・R・ヴォロンツォフはラジー
シチェフを精L神的・経済的に保護したため女帝の不審を招き、1792年7月に失脚している。（42）
　以後エカチェリーナニ世はフランス通商に有利な1782年の関税制度の見直しを進め、まず1793
年4月8日（19日）の関税改革は、国内商人を育成する優遇措置を撤廃し、外国商人（イギリス
・オランダ）の参入を承認する一方、密輸防止・関税増収の観点から緩和されていた輸入関税を再
び強化し、なかでもフランス産品の輸入を抑制した。続く同年4月26日（5月7日）の列挙品目
規定は多くのフランス産品を輸入禁止とし、同年12月13日（24日）の関税規定は禁輸対象をさ
らに拡充した。以上の関税改革は、輸入貿易の制限によって貿易黒字を拡大する一方、フランス革
命政権への経済封鎖を意図しており、外交的な対仏包囲を経済的に補完したと言える。さらに玉796
年9月16日（27日）の関税改革は、従来の関税表を現況の市場価格を考慮して改訂する一方、不
正助長・関税減収の元凶として国内商人への減免措置（輸出関税の3／8・輸入関税の1／8）を撤廃
し、全ての商人に全額納入を求めた。その反面、輸入関税の一部を大幅に強化し、なかでもイギリ
ス木綿製品には従価70％、イギリス酒類には従価200－300％の高率関税を導入しており、イギ
リス製品への輸入関税は平均で従価50％に達している。フランス革命政権への圧力とともに、依
然としてイギリス独占体制への警戒・ロシア国内産業への保護を認めることができよう。㈲
　③通商条約体系の再編一1787年仏露通商条約の廃棄と1793年英露通商条約の締結一
　フランス革命の勃発に伴い、副宰相1・A・オステルマンが対仏包囲の形成に努める一方、エカ
チェリーナニ世が関税改革によってフランス通商を圧迫するなか、イギリスとの外交・通商関係を
求める動きは強まった。㈹他方ピット政権は、外交的には列国の対仏包囲に対して距離を置いた
反面、経済的にはイーデン条約を廃棄して薪規市場を模索するなか、㈲三国同盟を結ぶプロイセ
ンとの貿易活動を拡大する一方、ダンツィヒ経由のポーランド貿易を画策した。しかしバルト海貿
易の振興には何よりもロシア市場の確保が不可欠であり、ロシア会社総裁E・フォスターは歴代外
相カマーセン・グレンヴィルに対して英露通商条約の失効に伴う弊害を訴える一方、1792年1月
には首相ピット・商務院総裁C・ジェンキンソンに通商条約の迅速な回復を陳情している。㈹ま
た露土戦争の終結に伴うロシア黒海貿易の勃興を前に、駐露大使C・ウィットワースの秘書W・リ
ンゼイWilliam　Lindsayが1791年に現地事情を調査する一方、第二次ポーランド分割によってポー
ランド南部・露領ウクライナが連結した結果、黒海経由ポーランド通商に対する期待も高まったが、
黒海航行権を保持しないイギリス商船の参入には英露通商条約の回復が先決であった。㈹
　続く1793年1月のフランス国王処刑を契機として英露関係が接近するなか、通商条約の交渉は
急速に進展する。エカチェリーナニ世は同年2月に仏露国交を断絶した後、1司年4月14日（25日）
に1787年の仏露通商条約を正式に破棄する一方、（48）他方ピット政権は同年2月の対仏宣戦に続き、
英露同盟の交渉と並行して通商条約の協議を進めた。かくして両国は、政治的には前述重793年3
月14日（25日）のロンドン協定によってフランス包囲体制を形成する一方、経済的には同じく3
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月14日（25日）に英露通商条約を締結し、フランス商船の両国寄港のみならず、中立諸国への入
港も禁止することを確認している。すなわち、先のアメリカ独立戦争の場合、「ロシアはフランスを
支援する必要から参戦国・中立国の相互通商を承認したのに対して、今回のフランス革命戦争の場
合、ロシアはフランス革命政権を圧迫する必要から参戦国・中立国の通商活動を逆に禁止したので
ある。同時に当該条約は1787年に失効した1766年の英露通商条約を更新し、先行条項の多くを回
復したが、主な改正点として、商業参議会の司法権限を縮小するとともに（第2条）、イギリス商
人の関税特権を黒海諸港に拡張している（第3条）。（49）こうして英露両国は1793年の二重協定に
よって、政治的には対仏包囲を相互に保証する一方、経済的にはそれぞれ玉786年英仏通商条約・
1787年仏露通商条約の廃棄に伴う海外貿易の縮小を回避することに成功したのである。（5°）
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